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2050年カーボンニュートラルの表明（10月26日）

2021年

2022年

2030年度の温室効果ガス排出量46%削減目標の表明（4月22日）

✓ グリーン成長戦略の具体化（6月18日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ イノベーションのスパイラルを起こすため、①政策手段や各分野の目標実現の内容の具体化、②脱炭素効果以外の国民生

活のメリットの提示という観点から具体化

✓ 第6次エネルギー基本計画の策定（10月22日閣議決定）
➢ 2030年46％削減に向けたエネルギー政策の具体的政策と2050年CNに向けたエネルギー政策の大きな方向性（供給サ

イドに力点）

✓ グリーン成長戦略の策定（12月25日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ 2050年CNに向け、将来のエネルギー・環境の革新技術（14分野）について社会実装を見据えた技術戦略＋産業戦略

✓ 地球温暖化対策計画（10月22日閣議決定）
➢ 新たな2030年度温室効果ガス削減目標やその裏付けとなる対策・施策を提示

✓ 長期戦略（10月22日閣議決定）
➢ パリ協定の規定に基づく長期低排出発展戦略として、2050年CNに向けた分野別長期的ビジョンを提示

✓ クリーンエネルギー戦略 中間整理（5月13日）
➢ 成長が期待される産業ごとの具体的な道筋、需要サイドのエネルギー転換、クリーンエネルギー中心の経

済・社会、産業構造の転換、地域・くらしの脱炭素化に向けた政策対応などについて整理

✓ GX実現に向けた基本方針 閣議決定（2月10日）
➢ ロシアによるウクライナ侵略以降、エネルギー安定供給の確保が世界的に大きな課題となる中、GX（グリー

ントランスフォーメーション)を通じて脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長の3つを同時に実現するべく、
GX実行会議や各省における審議会等での議論を踏まえ、「GX実現に向けた基本方針」を閣議決定

2023年

国連へ新たな削減目標を反映したNDC＊を提出（10月22日）＊NDC:Nationally Determined Contribution

我が国の2050年カーボンニュートラル実現に向けたこれまでの取組
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2020年

✓ 「GX推進法案」・「GX脱炭素電源法案」提出（第211回通常国会）
→ GX推進法・GX電源法成立



GX実現に向けた基本方針 （2023年2月10日 閣議決定）
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⚫ GXを加速させることで、エネルギー安定供給と脱炭素分野で新たな需要・市場を創出
し、日本経済の産業競争力強化・経済成長につなげていく。

（１）エネルギー安定供給の確保を
大前提としたGXの取組

（２）「成長志向型カーボンプライシング構想」
等の実現・実行

①徹底した省エネの推進

②再エネの主力電源化

③原子力の活用

④その他の重要事項

• 水素・アンモニアと既存燃料との価格差に着目した支援

• 計画的な脱炭素電源投資の後押し

• 余剰LNGの戦略的な確保 等

①GX経済移行債を活用した、今後10年間で
20兆円規模の先行投資支援

②成長志向型CPによるGX投資インセンティブ

i. 排出量取引制度の本格稼働 【2026年度～】

ii. 発電事業者に有償オークション導入【2033年度～】

iii.炭素に対する賦課金制度の導入【2028年度～】

※上記を一元的に執行する主体として「GX推進機構」を創設

③新たな金融手法の活用

④国際戦略・公正な移行・中小企業等のGX
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水素基本戦略（2023年6月6日 改定）



【参考】 中堅・中小企業のGXに向けた施策の全体像

ステップ１
CNを知る

• ＣＮに係る相談窓口の設置
• 中小企業経営者等向けに企業戦略を再構

築しながらＣＮを推進していくための研修を
中小企業大学校に追加

ステップ２
見える化

• 温室効果ガス排出量を簡易に算定し、削減
取組も含めて公表できるよう、ノウハウの提供
や国の電子報告システムの整備

• IoTの活用や専門家による分析・提案も通じ
て、省エネ・省CO2の余地に係る検討を促す。

ステップ３
削減

• 中小機構による設備投資計画策定・実施の
ためのハンズオン支援の実施

• 再エネ設備の導入や高効率な生産設備へ
の入替支援などによる省エネ・省CO2を促進

グリーン製品市場の創出

人材育成

• 中小機構による支援機関向けの講習会の実
施

• 支援機関向けの担当者がCNを推進するポイ
ント等を理解し、相談に対応するためのスキ
ルを習得する研修を中小企業大学校に追加

支援体制
体制強化

• CN対応に関する支援機関の取組を「カーボ
ンニュートラル・アクションプラン」としてとりま
とめ、各機関の取組を公表して、見える化

• 支援機関の取組を紹介するネットワーク会議
の開催

• CNに関する施策をまとめて情報提供を実施

取組段階に応じた中小企業等への支援
支援機関の人材育成

支援機関の体制強化

プ
ッ
シ
ュ
型
の
支
援

ビジネス環境の整備

◼ 関係省庁と連携しつつ、中小企業等の取組段階に応じた支援を行っていくとともに、支援機関の人材
育成及び支援機関からの「プッシュ型」の働きかけ、グリーン製品市場の創出等の施策で後押ししていく。

◆サプライヤの削減努力が反映され、サプライチェーン全体での排出削減を促進するための製品の排出量等の算定・表示ルールの策定やグリーン製品の調
達等を官民で推進することにより、グリーン製品が選定されるような市場を創出していく。
・我が国企業のサプライチェーン全体での排出削減と製品・産業の競争力強化の観点から、カーボンフットプリント（CFP）の算定にあたって必要と考え
られるルールを考察し、CFP に関連する政策対応の方向性を明示する「CFPレポート（仮称）」、 CFP の算定及び検証について、一定の確からしさを
担保することができるガイドライン「CFPガイドライン（仮称）」を年度内に策定予定。

・策定したガイドラインに則って算定したグリーン（低炭素・脱炭素）な製品について、今後、公共調達における優先的な調達を進めていく。

中堅・中小企業の GX に向けた施策の全体像
2022年11月29日

第4回GX実行会議資料から抜粋
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中堅・中小企業のカーボンニュートラル（CN）支援策

（出所）経済産業省 中小企業のカーボンニュートラル支援策（2023年4月）
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中堅・中小企業のCN推進 CN推進に向けた重点取組

▶省エネ等支援施策の利用促進

▶省エネ等取組事例の発信

▶ものづくり中小企業の水素産業参入に向けた支援

▶水素・アンモニアサプライチェーン構築や利活用拡大

▶優良事例の発掘、ステークホルダーのつながり強化

普及啓発・PR セミナー、事例の横展開、メディアツアー等

⚫ 2050年のCN実現に向けては、本年2月10日に閣議決定された「GX実現に向けた基本方針」
においてその方向性がまとめられ、今後は地域においてもその内容を具体化していく段階。

⚫ 近畿経済産業局では、特に関西に集積する中堅・中小企業を対象に、地域の自治体・支援機
関等との連携によるCNに向けた面的な取組を強化する。

約2割

省エネ等
の一層の推進

水素・アンモニア等
の利活用推進

循環経済の促進

地域や産業界等を通じた面的支援

▶域内のCN支援人材の育成、ネットワーク強化

▶個々の自治体のニーズ・取組状況を踏まえた
部門横断的なCNの取組の支援

▶工業団地等に近接立地する複数の企業に
対する支援策の検討やモデルケースの構築

▶各種業界の取組把握や、業界全体のエネ
ルギー効率改善の検討

支援機関アプローチ

自治体アプローチ

工業団地アプローチ

業界アプローチ

企業の新たなアクションを後押し

日本のCO2排出量
11.5億t※

※出典：環境省「2020年度（令和2年度）温室効果ガス排出量」https://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghg-mrv/emissions/index.html
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【令和5年度】近畿経済産業局におけるカーボンニュートラルに向けた取組



お問合せ先
近畿経済産業局 総合エネルギー広報室
TEL：06-6966-6041

事業者のカーボンニュートラル（CN）に向けた取組を支
援すべく、経済産業省が行っている予算事業のうち、CNに
関連する補助金や支援策についてまとめた「CN関連・施策
マップ」を作成しました。
本マップは1ヶ月に2回を目安に随時更新しており、補助

金の公募開始やその他の最新情報を得ることができます。
CNに向けた各種取組を検討されている事業者の皆様、ぜ
ひご活用ください！

カーボンニュートラル関連・施策マップ

関西企業等の取り組み事例
～コツコツ減らそう！我が社のCO2削減のコツ～

本事例集では、➀CNに取り組む企業・団体等、
②それらの事業者をサポートする企業の取組事例を紹
介しています。
あらゆる業種の方々に、自社に合った取組のヒントを見

つけて いただくため、製造業はもちろん、小売業や教育
機関等、幅広 く事例を掲載しています。「CNに取り組み
たいけど具体的に何から始 めたらいいのかわからない...」
といった中小企業等の方々にとって、CN実現に向けた活
動の“きっかけ”となると幸いです。

お問合せ先
近畿経済産業局 総合エネルギー広報室
TEL：06-6966-6041 9

近畿経済産業局ではカーボンニュートラルに向けた取組を応援しています



近畿地方環境事務所と連携し、カーボンニュートラルに向
けた取組イメージを分かりやすく伝える広報ツールとしてリー
フレットを作成しました。
この度、当リーフレットを実際に活用して企業のカーボン

ニュートラル支援を行う自治体、産業支援機関、金融機
関の方々の声を反映し、バージョンアップしました！

カーボンニュートラル入門リーフレット

お問合せ先
近畿経済産業局 カーボンニュートラル推進室
TEL： 06-6966-6055

省エネ相談窓口

エネルギー対策課では省エネルギーの推進に向け「省エネ相
談窓口」を令和４年度より開設いたしました。省エネルギーの
取組は、企業の経営コストの削減にもつながります。ぜひ、お
気軽にご相談ください！
ご相談は、原則、窓口面談（リアル）、事前予約制です。

電話予約の際に相談概要等をお聞きします。

予約電話番号：06-6966-6051
（平日9:00～17:00（12:00-13:00除く））

担当：近畿経済産業局 エネルギー対策課

水素の入門書・水素関連データ集

お問合せ先
近畿経済産業局 カーボンニュートラル推進室
TEL： 06-6966-6055

カーボンニュートラルに向けて期待のかかる「水
素」を1 人でも多くの方に知っていただくために、特
に水素分野へ未参入の企業、大学、自治体や
地域産業支援機関の皆様に向けて入門書を作
成しました。
また、関西に拠点を持ち、水素分野に参入され

た企業の一例を紹介するデータ集を作成しました。
ぜひご活用ください。

近畿経済産業局ではカーボンニュートラルに向けた取組を応援しています
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●カーボンニュートラル社会の実現に向
けた取組や支援策の普及啓発

●水素などの新エネルギーの利活用
促進および産業化の推進

電話番号
06-6966-6055

電話番号
06-6966-6018

電話番号
06-6966-6051（省エネルギー関係）

06-6966-6043（再生可能エネルギー関係）

電話番号
06-6966-6046

電話番号
06-6966-6055

カーボンニュートラル推進室 環境・資源循環経済課

エネルギー対策課 電力・ガス事業課 資源・燃料課

●家電リサイクル法や容器包装リサイ
クル法等の円滑な推進

●環境産業の育成

●省エネルギー・再生可能エネルギー
の推進及び関連法の執行

●電気事業に関する業務
●電力の需給調整
●電力需要の統計調査の実施
●ガス事業の実施や料金の認可申請

等の審査
●生産・経営状況の把握

●石油製品販売等への指導
●給油所等への検査
●鉱業権の設定等及び鉱山の操業

に関する指導・監督
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近畿経済産業局 資源エネルギー環境部 お問い合わせ先

電話番号
06-6966-6041

資源エネルギー環境課
（総合エネルギー広報室）

●エネルギー行政に関する総合調整
●広報


